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富岡町共生型サポート拠点施設指定管理業務仕様書 

 

１．趣旨 

本仕様書は、富岡町共生型サポート拠点施設（以下「本施設」という。）の指定管理

者が行う管理運営業務の内容及び履行方法について定めることを目的とする。 

 

２．施設概要 

 (1) 施 設 名 富岡町共生型サポート拠点施設 

         ① 特別養護老人ホーム桜の園 

         ② トータルサポートセンターとみおか 

 (2) 所 在 地  福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 36番地 

 (3) 施設規模  ① 敷地： 8,976.70㎡ 

         ② 建物：  

構造  木造及び鉄骨造・平屋建て 

             規模  延床面積   3,082.57㎡ 

              （内訳）特別養護老人ホーム       2,082.01㎡ 

                  トータルサポートセンター 1,000.56㎡ 

              建築時期 令和 4年 3月竣工 

              施設概要 特別養護老人ホーム（50床/ユニット型個室 

入所定員 48人、短期入所定員 2人） 

                   トータルサポートセンター 

（ワークショップルーム、会議室、事務室等） 

駐車場 23台（駐車区画台数） 

         ③ 備品： 別表１のとおり 

 (4) 開設年月日 ① 特別養護老人ホーム    令和 4年 3月 18日 

         ② トータルサポートセンター 令和 4年 4月 9日 

 

３．指定期間 

令和 9年 4月 1日から令和 14年 3月 31日まで（5年間） 

 

４．施設の設置目的と管理運営の基本方針 

(1)設置目的 

   本施設は、年齢や障がいの有無に関わらず、すべての地域住民が分け隔てなく

集い、共に支えあう「地域共生社会」の実現を目指すための地域の支え合いの場

として、特別養護老人ホーム及びトータルサポートセンター（共生型施設）を併

設し、地域共生社会及び健康長寿社会の推進と福祉向上を図ることを目的として

いる。 
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(2)管理にかかる基本方針 

本施設の管理にあたっては次の基本方針に沿って行うこと。 

① 老人福祉法、介護保険法その他関係法令を遵守し、その趣旨を十分に理解

した上で管理を行い高齢者福祉の増進を図ること。 

② 住み慣れた地域において、高齢者、障がい者、こども等を含む地域住民の

誰もが集える交流の拠点施設として、共生型社会の推進に努めること。 

③ 富岡町の公の施設であることを常に念頭におき、町民の福祉の増進に努め、

公平な施設利用に供するよう適切な管理に努めること。 

④ 施設・設備の点検や適切な維持管理を適切に行うとともに、防犯面も含め

て、施設内を安全に利用できるよう努めること。 

⑤ 利用者や地域住民の意見を、施設の管理運営に反映させ、施設の魅力・サ

ービス水準の維持向上に努めること。 

⑥ 効率的な管理運営を行い、経費の削減に努めること。 

 

５．開館時間・休館日に関する事項 

（１）特別養護老人ホーム桜の園 

① 開館時間 

     ２４時間体制とする。 

② 休館日 

     無休とする。 

（２）トータルサポートセンター 

① 開館時間 

     午前９時から午後８時まで 

② 休館日 

・木曜日（国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）第 3条に規定す

る休日の場合はその翌日） 

・１２月２９日から翌年の１月３日 

   ※指定管理者は、特に必要があると認めたときは、富岡町の承認を得て開館時間

及び休館日を変更することができます。 

 

６．法令等の遵守 

本施設の管理に当たって、遵守すべき関係法令等は以下のとおりとする。 

(1)地方自治法及び地方自治法施行令 

(2)富岡町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例及び条例施行規則 

(3)富岡町共生型サポート拠点施設の設置及び管理に関する条例及び条例施行規則 

(4)個人情報の保護に関する法律 

(5)富岡町財務規則 

(6)労働基準法ほか労働関係法令 

(7)消防法 

(8)老人福祉法 
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(9)介護保険法 

(10)特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

(11)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

(12)食品衛生法 

(13)富岡町社会福祉法人等による介護保険サービス利用者負担軽減事業実施要綱 

(14)その他関係法令 

 

７．業務内容  

A 共通事項 

(1)施設及び設備等の維持管理業務 

① 施設保守管理業務 

・ 建物、建築設備（給排水設備、電気設備、ガス設備、消防設備、空調関係

設備、衛生設備）については、日常点検、定期点検（法定点検を含む）など

適切な維持管理に行うとともに、必要な修繕、備品の確保に努めるものとす

る。 

・ 日常的な点検により、設備・機器が正常に機能しているか測定し、記録す

る等の作業を実施するものとする。 

・ 法定点検の実施に際しては、関係法令を遵守し、実施後は町に報告書を提

出すること。 

（別表２ 維持管理業務一覧） 

・ 故障等の発生や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合は、速や

かに町に報告し協議をしなければならない。 

・ 指定管理者は、設備機器の適正な運用を図るため、電力、用水、ガス等の

需給状況を把握すること。また、設備機器の稼働にあたっては、環境に配慮

した適正な運転を行うとともにエネルギー経費の削減に努めること。 

 

② 備品等管理業務 

別表１ 備品一覧に記載の施設内備品については、無償貸与とする。 

・ 指定管理者は、町の所有する備品等について、富岡町財務規則及び関係例

規に基づき、適切に管理しなければならない。 

・ 指定管理者は、利用に支障をきたさないよう備品等の管理を行うとともに、

備品等を修繕する場合、原則として、見積額 10万円未満の事案の修繕につ

いては、指定管理者の負担とする。 

 

③ 環境衛生・清掃業務 

 良好な衛生環境、美観の維持を心がけ、公共施設として快適な空間を保つた

めに必要な清掃業務を実施すること。 

 

ア 日常清掃 

・ 清掃の実施頻度等その内容については、指定管理者が施設の利用頻度等
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に応じて、適切に設定すること。衛生消耗品類は、常に補充された状態に

すること。 

イ 定期（特別）清掃 

・ 床洗浄等については、指定管理者が施設の利用頻度等に応じて、定期的

に行うこと。 

・ 施設内高所の窓ガラス、照明器具等の清掃は、原則として 1年に 1回行

うこと。 

・ 廃棄物の管理・処理は、関係法令を遵守し行うこと。 

ウ 植栽管理業務 

・ 剪定・施肥・消毒・除草の実施頻度等その内容については、指定管理者

が適切に設定すること。 

 

④ 保安警備業務 

 施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境

を確保するため、保安警備業務を行うこと。 

ア 機械警備業務 

・ 職員の配置と機械警備システムを併用して、24時間警備を行うこと。 

・ 適宜巡回を行い、異常の有無の確認及び火災予防点検を行うこと。 

イ 防火・防災業務 

・ 指定管理者は、防災に関するマニュアルをあらかじめ作成し、富岡町に

提出するとともに、スタッフへの周知徹底や必要な研修等を実施すること。 

・ 指定管理者は、防火管理上必要な業務を適切に行うものとする。 

・ 指定管理者は、防火管理者を選任し、消防計画をあらかじめ作成し、富

岡町に提出するとともに、スタッフへの周知徹底や必要な研修等を実施す

ること。 

・ 指定管理者は、防火管理者選任届や消防計画作成（変更）届出など、防

火管理上必要な届出について、所轄の消防署に提出すること。また、富岡

町にも報告すること。 

 

⑤ 緊急時の対応業務 

・ 指定管理者は、災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保その他必要

な通報等についての対応計画を作成し、緊急事態の発生時には的確に対応する

こと。 

・ 利用者等の急な病気、けが等の緊急時には的確な対応を行うこと。 

・ 施設内にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を備え付けること。また、ＡＥＤ

の使用に関する講習等により職員にＡＥＤの使用方法を習得させるよう努め

ること。 

・ 事故等が発生した場合は、その原因、状況及びこれに対する処置を速やか

に町に報告すること。 

・ 風水害その他の事由により、施設や設備が損壊するなど、施設の利用制限
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をする必要がある場合は、町に申請し、許可を得ること。 

 

⑥ 保険の加入 

 指定管理者は、仕様書に定める自らのリスクに対して、施設賠償責任保険等

の必要な保険に加入し、加入内容を富岡町に報告するものとする。 

 なお、建物および町所有動産の火災保険については、町が加入する。 

ア 保険名及び保険の趣旨 

イ 保険契約額 

ウ 保険対象物及び補償内容 

 

(2)運営管理業務 

① 事業計画、事業実施報告、利用統計に関すること。 

② 自己評価に関すること。 

指定管理者は、利用者アンケート等を実施し、把握した利用者の満足度を

踏まえ、毎年度自己評価を実施すること。また、その報告書を事業報告書と

もに提出すること。 

なお、自己評価については、当該施設に相応しい方法を、事業計画書に記

載すること。 

③ 指定期間終了後の引継ぎ業務 

指定管理者は、指定期間の満了の日までに必要な事項を記載した業務引き

継ぎ書等を作成し、新たな指定管理者との間で、速やかに業務引継ぎを行う

こと。また、新旧指定管理者は、業務引継ぎの完了を示す書面を取り交わし、

その写しを富岡町に提出すること。 

④ その他施設の庶務に関すること 

 

 

B 特別養護老人ホーム桜の園 

(1)特別養護老人ホームの運営に関する業務 

① 介護保険法に関すること 

・介護福祉施設サービス 

・短期入所生活介護 

・介護予防短期入所生活介護 

② 老人福祉法に関すること 

・老人福祉法に基づく措置 

 

C トータルサポートセンター 

(1)トータルサポートセンター事業の実施に関する業務 

① 施設の利用受付業務 

  ・利用者の受付・案内 

  ・利用中の安全管理 
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② 利用に関する案内業務 

  ・危険な行動、不適切な言動への対処 

③ 施設の広報業務 

  ・ウェブサイトやＳＮＳ等による施設情報やイベント等の広報 

  ・ＳＮＳを使った情報発信（週１回以上） 

 

(2)共生型サービスの提供に関すること 

 住み慣れた地域において、高齢者、障がい者、こども等を含む地域住民の誰

もが集える交流の拠点としての共生型サービスの提供及び交流事業等の実施 

 

(3)健康寿命の延伸に関すること 

心身の健康を維持し、生きがいを持ちながら町民が自立した日常生活を営む    

ことができるよう、心身機能の維持向上を図るための介護予防教室、総合相談、

見守りの実施 

 

８．管理に関する経費（指定管理料）  

管理に係る経費（指定管理料）については、指定管理業務全体に要する経費から、

指定管理者の収入となる利用料金等の収入を差し引いた額とする。 

原則として、指定管理料の精算は行わない（修繕費の不用額は除く）。ただし、指定

申請時の事業計画書または業務計画書の配置予定人数を満たせなかった場合は、法人

として速やかに対応することとし、それでもなお当初計画した配置人数を満たせなか

った場合は、協議の上、人件費の返還を求める場合がある。 

 

 ※ 経費の積算について、特別養護老人ホームの入所定員は 48人となっているが、

年度毎の入所者数は下表により積算すること。 

   なお、計画入所者数を超えた場合については、インセンティブとして計画入所

者数で算定した介護報酬額を超過した額は、指定管理料からの控除の対象としな

いこととする。 

 R9 R10 R11 R12 R13 

計画入所者数（人） 40 41 42 43 44 

 

 

９．自主事業  

指定管理者は、指定管理業務以外に、指定管理業務の実施を妨げない範囲において、

自らの責任と費用により自主事業を行うことができるものとする。なお、自主事業を

実施する場合は、富岡町に自主事業計画書を提出し、あらかじめ富岡町の承認を得る

ものとする。 

(1)自主事業に関する留意事項 

① 自主事業の内容については、公の施設であることに留意し、本施設の設置目的

に則ったものとすること。 
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② 指定管理者は、自主事業であることを、参加者にあらかじめ明示すること。 

③ 自主事業の料金等を徴収することは妨げないが、公の施設であることを十分に

考慮のうえ、適正な料金の設定を行うこと。 

④ 自主事業実施後は、指定管理者により原状回復すること。 

⑤ 第三者に損害を与えた場合の損害補償など、当該自主事業の実施に伴う一切の

責任は指定管理者が負うものとする。 

 

(2)飲食スペース（カフェ）運営に関すること 

 憩いと交流の場を創出するため、施設内のカフェエリアにおいて飲食スペース

の運営を行うこと。 

① 営業条件 

 ・ 厨房設備等については、町が貸与する物以外、業務に必要な機器、機材、

備品等は指定管理者が用意すること。 

 ・ 営業開始日までに提供メニュー、価格表等を作成し、事前に町と協議し、

承認を得ること。 

 ・ カフェ以外の館内施設に影響を与えるような調理及び料理の提供は控え

ること。 

 ・ 酒類の提供は原則不可とする。 

 

② 衛生管理 

 ・ 衛生管理については、関係法令等を遵守するとともに、関係機関等への

届出、検査等が必要な場合は遅滞なく手続きを行うこと。 

   また、万一食品に関する事故等が発生したときは、すべて指定管理者の

責任と負担において速やかに対処するとともに、町に報告すること。 

 ・ 食品衛生法に基づく営業許可の申請、その他事業を実施するうえで関係

法令上必要となる申請・届け出等の手続きはすべて指定管理者において行

うこと。 

 

③ 貸与備品、経費負担等 

・ 事業収入については、指定管理者が自己の収入とすることができる。 

（町が負担する経費） 

・ カフェスペースの維持管理費および事業実施にかかる光熱水費につい 

ては、指定管理料の対象経費とする。 

 （事業者が負担する経費） 

 ・ 事業実施にかかる人件費、物品費、役務費、租税公課等の費用 

 ・ 既存の設備・厨房機器の修繕、保守、撤去に要する費用 

 ・ カフェ運営に必要な設備を設置する場合、またその設備等を更新する場

合における設置、修繕、保守及び撤去に要する費用 
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(3)自動販売機の設置について 

自主事業として、指定管理施設内に自動販売機を設置することができる。施設に

自動販売機を設置する場合は、次の事項を提案書に明記すること。なお、下記の納

付金額等は、清涼飲料水の自動販売機を設置する場合であり、提案された自動販売

機が清涼飲料水以外の場合、許可申請や下記以外の使用料等が必要になる場合があ

るため、留意すること。 

また、指定期間開始後に、選定時に提案したもの以外の自動販売機を設置する場

合は、その必要性を含めて町と協議を行うものとする。 

  ア 提案書に記載する提案事項 

    ① 設置台数 

    ② 設置場所 

    ③ 収支見込（収支計画書に明記すること） 

    ④ 町に納付する予定金額 

  イ 町に納付する金額 

    指定管理施設における自動販売機設置を施設の設置目的内の事業と位置づけ

るため使用料は徴収しないが、行政財産の一部を使用するため、自動販売機設

置事業者から受け取る貸付料等の利益の一部を町に納付すること。 

    町に納付する金額は、１台あたり 1,000円/月とする。 

  ウ 自動販売機設置に係る経費 

   自動販売機の設置は自主事業であるため、光熱水費、設置及び管理にかかる 

経費については、指定管理者の負担とし、指定管理業務と自主事業の会計を明

確に区分する。 

   自動販売機の電気料は、子メーターの設置や、自動販売機の定格消費電力と

稼働時間により算出する等により適切に把握し、指定管理料から支出しないも

のとする。 

 

10．業務の再委託等  

指定管理者は、業務の全部もしくは施設の維持補修、警備・清掃等以外の業務を

第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。 

管理運営上、第三者への業務の委託を行う場合は、事前に富岡町に書面で申請し、

書面による承諾を得たうえで行わなければならない。 

 

11．運営管理業務の基準  

(1)業務執行体制の確保 

①配置人員等 

・ 指定管理者は、本施設の管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制

を確保し、管理運営を効率的に行うため、適正な人数の職員を配置すること。 

・ 特別養護老人ホームの職員配置については、「福島県特別養護老人ホームの設

備及び運営に関する基準を定める条例」、「特別養護老人ホームの設備及び運営

に関する基準」に規定する資格要件及び人数を満たす職員を配置すること。 
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・ トータルサポートセンターの職員配置については、本施設の管理運営業務を

実施するために適正な職員配置とすること。 

・ 労働基準法、最低賃金法、その他労働関係法令の規定を遵守すること。 

・ 責任者を 1名配置すること。 

 

 

②責任者 

ア 責任者は、本施設の管理運営業務を総括する者として、業務全般を管理し、

スタッフの指揮監督、富岡町との連絡調整を行うものとする。 

イ 責任者は、正規職員とする。 

ウ 指定管理者は、責任者 1名を常勤により配置し、指定期間の開始日までに富

岡町に報告すること。また、指定期間内に責任者を変更する場合も同様とする。 

 

③研修等 

職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに、施設の管理運営に必

要な知識と技術の習得に努めること。 

 

12．事業計画等  

指定管理者は、次に掲げる事項を記載した翌年度の管理運営に関する詳細な事業計

画書を作成し、毎年度 2月末日までに富岡町に提出すること。 

※事業計画書を提出する際は、電子データも併せて提出すること。 

① 次年度の利用者数目標値 

② 指定管理業務の実施内容等 

③ 指定管理業務の運営体制 

④ 指定管理業務の収支予算 

⑤ 自主事業計画書（自主事業の実施内容及び実施時期、実施体制、収支予算等） 

⑥ その他富岡町が必要と認める事項 

 

13．事業報告等  

(1)年次報告 

① 指定管理者は、会計年度終了後 1か月以内に、次に掲げる事項を記載した事業

報告書を富岡町に提出すること。 

ア 管理業務の実施状況 

イ 施設利用状況 

ウ 自主事業実施状況 

エ 管理業務の処理に係る収支状況 

オ 事業報告に係る対象年度の経営状況（財務諸表等で代用可） 

カ その他富岡町が必要と認める事項 

② 事業報告書記載内容の詳細は、協議の上決定するものとする。 

③ 年度途中に指定管理者の指定を取り消した場合には、指定を取り消された日か
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ら 1か月以内に当該年度の当該日までの期間の事業報告書を富岡町に提出するも

のとする。 

 

(2)月次報告 

① 指定管理者は、次に掲げる事項を記載した月次報告書を作成し、翌月の 10日ま

でに富岡町に提出すること。 

ア 利用状況実績 

イ 利用者からの意見・要望及び苦情、ケガや事故の内容と対応状況 

ウ その他富岡町が必要と認める事項 

 

14．立入検査等  

(1) 富岡町は、指定管理者の業務の実施状況、経理状況について、必要に応じて立入

検査を実施することができるものとする。 

(2) 富岡町は、立入検査の結果を踏まえ、指定管理者に業務の改善を求めることがで

き、指定管理者は富岡町の求めに応じて必要な措置を講じなければならない。 

 

15．モニタリング  

富岡町は、施設の管理運営業務に関するモニタリングを次のとおり実施する。 

(1)モニタリングの方法 

①定期モニタリング 

 富岡町は、指定管理者から提出された事業報告書その他報告等により、指定

管理者から適切かつ各自なサービスの提供が確保されているかについて、履行

内容及び報告書等の具体的な内容が、要求水準を満たしているかについて確認

する。 

②随時モニタリング 

 富岡町は、必要があると認めるときは、指定管理者に対して随時モニタリン

グを実施する。随時モニタリングは、指定管理者に事前に通知したうえで、施

設の維持管理、経理の状況に関して指定管理者に説明を求め、又は施設内にお

いて維持管理の状況を確認することができる。 

 

(2)業務不履行時の処理 

① モニタリングの結果、指定管理者により管理運営が適正に行われていない場

合、富岡町は、指定管理者に対し改善の指示を行うものとする。 

② 改善の指示を受けた指定管理者は、速やかに富岡町と協議のうえ、改善の期

日及び改善方法を定めた改善計画書を提出し、富岡町の承認を得て、業務改善

にあたらなければならない。 

 なお、改善の指示後においても、不具合が解消されない、又は改善の見込み

がない場合、富岡町は指定管理者に対し、指定の取消又は業務の全部若しくは

一部の停止等の措置を講じることができる。 

16．指定管理料 
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(1)指定管理料 

 指定管理料は、指定管理者が申請時に提示した額を上限として、毎年度の予算編

成において確定します。 

 

(2)指定管理料に含まれる経費 

 指定管理料に含まれる経費は、人件費（給与・賃金、手当、法定福利費等）、需用

費（消耗品費、印刷製本費、修繕費、光熱水費等）、役務費（通信運搬費、手数料等）、

委託料（設備点検、警備、清掃等）、使用料及び賃借料、公租公課等の本施設の管理

運営に係る経費とする。 

 

(3)指定管理料の支払い 

 毎年度の指定管理料の支払方法は、四半期ごとに分割して支払うことを基本とし、

支払い方法は協議の上決定し、年度協定により定めるものとする。 

 

17．物品等の帰属 

(1) 現在備え付けている備品等については無償で貸与する。 

(2) 指定管理者は、管理業務等の処理のために必要な備品等を自己の費用（指定管理

料以外）により購入又は調達し、管理業務等の実施のために供することができるも

のとする。 

(3) 指定管理者が購入又は調達した備品等は、原則として指定管理者が自己の責任と

費用で撤去するものとする。 

(4) 富岡町と指定管理者の協議において両者が合意した場合、指定管理者は、管理業

務等の期間終了後に備品等を無償で富岡町に引き継ぐことができるものとする。 

(5) 指定管理者は、富岡町財務規則及び関係例規に基づき富岡町の所有物の管理を行

うものとし、富岡町財務規則に定められた方法で整理するとともに、廃棄等の異動

があるときは、遅滞なく富岡町に報告しなければならない。 

 

18．予測されるリスクと責任分担 

富岡町が想定するリスク及び富岡町と指定管理者の責任分担は、別表３のとおりと

する。ただし、別表３に定められた責任分担に疑義が生じた場合あるいは別表３に定

められたリスク以外の事項が生じた場合は、双方協議のうえ、責任分担を決定するも

のとする。 

 

19．協定事項 

富岡町と指定管理者は、業務内容及び管理の基準に関する最奥にわたる事項につい

て協議のうえ、協定を締結する。 

協定は、指定期間全体の基本協定及び毎事業年度ごとの年度協定とし、主な項目は

次のとおりとする。 

 

(1)基本協定 
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① 管理運営業務の範囲及び内容 

② 法令の遵守 

③ 管理運営業務実施上の規定等 

④ 管理運営費用に関する事項（指定管理料支払い方法等） 

⑤ リスク管理、費用負担に関する事項 

⑥ 事業報告及び業務報告 

⑦ 施設の維持保全及び管理に関する事項 

⑧ 施設内の物品等の所有権の帰属に関する事項 

⑨ 債権債務の譲渡等の禁止に関する事項 

⑩ 管理運営業務に関し保有する個人情報の保護に関する事項 

⑪ 指定管理期間満了に関する事項 

⑫ 指定の取消及び管理業務の停止に関する事項 

⑬ 協定内容の変更に関する事項 

⑭ その他必要な事項 

 

(2)年度協定 

 業務の仕様、指定管理料の支払い方法、時期に関する事項 

 

20．協議 

この仕様書について疑義が生じたとき、又は本仕様書に定めのない事項については、

富岡町と協議のうえ定めるものとする。 

 

21．業務引継ぎ 

(1) 現在の指定管理者は、指定期間が終了する日までの間、新たな指定管理者と業務

引継ぎを行うこと。この場合の経費等は、新旧の指定管理者が負担することとする。 

 

(2) 業務引継ぎが完了した場合は、そのことを示す内容の書面について新旧の指定管

理者双方の署名捺印により取り交わすこととし、また、富岡町に対し、新旧の指定

管理者の連名により、業務引継ぎの完了に関する書類を提出するものとする。 
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別紙１ 

個人情報取扱特記事項 
 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、この契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、個人の権利利益を

侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しては

ならない。なお、この契約が終了した後においても、同様とする。 

２ 受注者は、業務に従事している者に対し、当該業務に関して知り得た個人情報をその在職中及び退職

後においてみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど個人情報の保護に関

して必要な事項を周知させるものとする。 

（収集の制限） 

第３ 受注者は、業務を行うために個人情報を収集するときは、当該業務の目的を達成するために必要な

範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報を契約の目的

以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（適正管理） 

第５ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切

な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（複写・複製の禁止） 

第６ 受注者は、発注者の承諾があるときを除き、業務を行うために発注者から引き渡された個人情報が

記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。  

（作業場所の指定等） 

第７ 受注者は、業務のうち個人情報を取り扱う部分（以下「個人情報取扱事務」という。）について、

発注者の指定する場所で行わなければならない。 

２ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、前項の場所から業務に関し取り扱う個人情報が

記録された資料等を持ち出してはならない。 

（資料等の返還等） 

第８ 受注者は、業務を行うために発注者から提供を受け、又は自らが収集した個人情報が記録された資

料等をこの契約の終了後直ちに発注者に返還し、又は引き渡すものとする。 

 ただし、発注者が別に指示したときは、この限りでない。 

（事故発生時における報告） 

第９ 受注者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やか

に発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。 

（調査等） 

第 10 発注者は、受注者が業務に関し取り扱う個人情報の管理状況等について、実地に調査し、又は受注

者に対して必要な報告を求めることができる。 

（指示） 

第 11 発注者は、受注者が業務に関し取り扱う個人情報の適切な管理を確保するために必要な指示を行う

ことができる。 

（再委託の条件） 

第 12 受注者は、個人情報取扱事務を第三者に委託するときは、この契約により受注者が負う個人情報の

取扱いに関する義務を再委託先にも遵守させなければならない。 

（損害賠償） 

第 13 受注者又は受注者の従事者（受注者の再委託先及び受注者の再委託先の従事者を含む。）の責めに

帰すべき事由により、業務に関する個人情報の漏えい、不正利用、その他の事故が発生した場合、受注

者はこれにより第三者に生じた損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、発注者が受注者に代わって第三者の損害を賠償した場合には、受注者は遅滞な

く発注者の求償に応じなければならない。 

（契約解除） 

第 14 業務に関する個人情報について、受注者による取扱いが著しく不適切であると発注者が認めたとき

は、発注者はこの契約の全部又は一部を解除することができる。この場合の違約金は契約書本文の定め

るところによる。 


